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ス ウ ュ ~ デ シ の 選 挙 と 福 祉 （ェ）

飯 野 靖 E0

スク

選举が行なわれた

は じ め に

一デンでは，1976年 9 月19日に3年ぶりの総

にゎた，

その結果，1932年以来44年の長き
( 3 )

て （実擦には，その間に若千の空白があるが）政

権を維持してきた社会民主党が, その座を-非社会主義 

諸政免) （中央党，保守党，自由党の3党連な)に譲り渡し 

たのである。

我が国でもそのことがぜ道され，それは•■社会福祉 

の行き過ぎが批判された結果であるJ と理解されてい 

る。しかしながら実際は， 「福祉j は選举の争点にな 

らなかったぱかりか，非社会主義諸政党も[福祉のよ 

りいっそうの充卖j に賛成をしているのである。

ことになっている。投票は，我が国のようにr人物J 
を選ぶのではなくて， r政党J を選ぶという形で行な 

われる。国会議，の数は全部で350人 （19?6みから349人 

—— というのは,1 9 ?3年の総適举の結果，与野党の譲員の数 

が同数の175人ずつとなり，国会の運営に、ろいろな支障がで 

たため，！976年の選挙から1人減らレて349人としだ）で， 

そのうち310人は全国28の選挙区から直接選举で選ぱ 

れ，残り40人 （19?6年から39人）は獲得した投票数に比 

例するように各政党間に配分される。但し少数政党 

が乱立し.ないように, 全国の総投票数の4 %以上か， 

或いは:一選拳区の総投票数の12% 以上の投票を獲得で 

きない政党は，議員を国会に送ることができないとい 

う親定がもうけられている。

選挙権及び被選举権はともに，18歳以上のスウエ一 

デン国さ r  与えられている。

I 1976年の選挙の結果

次に，1976年の総選挙の結果をみてみよう 

は, 前回総選举（1973年）との比較である。

( ) 内

I チウ CC一 デンの選拳制度

スウ : デンでは，1969年の憲法改正によって二院 

制から一院制に移行し , 3 年ごとの9 月の第 3 日曜日

に総選挙が行なわれる（従って譲員の任期は3 年である）
  ； ：   - . ■ .

注（1 ) 筆者は，福沢基金によって1975年 4 月より1977年 3 月まで，スウェーデシのルンド大学に留学する機会を与えられた。 

本稿はその時の体験に基づいて書かれたものである。擎者に©学の機会を与免て下さった応義望ホ学及び経済学部の 

諸先生方に心から感謝の気持をまわしたいと思います。またルンド大学留学中に， J. A kerm an教授，B. Thalberg 
教授，B, H oglund教授及びルンド大学大学院生岩永和喜氏をはじめ，非常に多くの方々.(東京大学の藤由陣通先生*】 

九州大学の湖元則先生，愛援大学の白弁昭雄先生, 札幌医大の加納英雄先生，旭川医大.の草野満夫先生及び. Kazuyo 
L u n d stro m ,平沢秀，松本光一cp各氏) に大变お世話になりました。とこに記して筆者の感謝の気持をまわしたいと

思います。 、 ' '
( 2 ) スウェ~ デンでは, 3 つの選挙一 すなわち®会議員選举，県議会議員選举(全国に23の県L andstingがある),地 

方自治体議会議員選寧（全Hに278の地方自治体Kom rnunがある）一~ が同時に行なわれるが，ここでは国会議員選 

举のみをとりあげることにする。

( 3 ) 1936年の®。

(4 )  Borgerliga partier<,ま訳するとプルジg ア諸政党J であるが，実質的意味を考えで[非社会主義政党J と翻 

' 訳した。なお脚注（6 )も参照。

( 6 ) 1976年の紘逃举から，1973年10月 1 日の時点におい't 住民登録をしている移民に対して，地方選举に限ゥズ，選拳権 

が与'えられた6
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の平日版の平均）に並べ 

ると右の通りである◊

52(468)

新 聞 名 （朝 ♦夕刊の別) 発行部数 政治的ぼ向 創刊年

Expressen (夕刊〉 559,681 自出党系 1944
Aftonbladet (夕刊） 450,916 L O 系 1830
Dagens Nyheter (日刊） 435,421 自由主義めぽ向. 1864
Goteborg Posten (日T，J) 310,783 iHih主義がJiTi向 1858
Svenska iDagbladet ( 日刊） 168,716 保守党系 1884
Sydsvenska Dagbladet ( 日刊) 115,488 自山主義的ぼ向 1848
Kvallsposten (夕刊） 114,069 .自.山主義的鎮向 1948
Arbetet (PITIJ) 106,149 社会民主;党系 1887

iiiiriiTiMTiMiiimiiiffl'iriwiTiTiiMiiriii

r三旧学会雑誌J 70卷 4 号 （1977ザ: 8 月） 

〔表 I 〕 1»76年の選掌の結果

C 6 )

政党名（略称） 得票数（票)
‘ 、

全体に占める割合( ％ ) 議員数(人）

序 守 党 （M)
中 央 党 （C)
自 党 （Fp)
社会民主党（S )
共 産 党 （V P K)
キリスト教民主党（K D S )
スウ’エーデン共産主義者党（S K P )  
その他

847,672 (+110,088) 
1,309,669 ( +  14,423) 

601,556 ( +  115,528) 
2,324,603 (+76.876) 

258,432 (-16,497) 
73,844 (-16,544) 
17,309 ( —1,614) 
4,663 (-4,658)

15.6 (+ 1 .3 )
24.1 (-1 .0 )
11.1 (+1 .7 )
42.7 (-0 .9 )  
4.8 ( - 0 . 5 ) .  
1.4 (一0.4) 
0.3 (-0 .1 )  
0 .1 ( - 0 .1 )

55 (+ 4 ) 
86 ( - 4 )  
39 ( +  5) 
152 (- 4 )  
17 (- 2 )

合 計 . 5,437,748 ( +  277,602) 1 0 0 .1 (土 0) 349 ( - 1 )

こ<

なお投票率は，実に91 . 7 % ( +  0.9) の高率であっ

H I スウ iix— デンの各政党の主張 

1976年の選拳において，論点となった間題に関する

各政党の主張をまとめると，〔ま 2 〕のようになる。

以下において，それぞれの問題に関する各党の主張 
( V )

を，もう少し詳しくみてみよう。

注（6 ) 各政党の正式な名称及びま首は’ 以下の通りである。

保守党. Moderata sam lingspartiet (党首 G6さta Bohman)
中央党 Centerpartiet (党首 Thort>j6rn Falldin)
自由党 Folkpartiet (党首.Per.Ahlmark)
社会民主党 Socialdemokratefiia (党首 Olof Palme)
共産党 Vねsterpartiet kommunisterna (党首 L ars W erner)
キリスト教民主党 Kristen demokratisk samling 
スクュ一デ'イ共産主義者党Sveriges kommunistiskaj>arti 
「保守党j, r自由党J は直訳すろと，それぞれf稳健諾党速合J, r国民党J となるが，ま質的には「保守党]は企業 

経営者や保守的な人達の支持を得ているので，また. r自由党」，は自由主義をその主張の’基礎においているので，実質的 

意味を球ffiして翻訳した。またr中央党J は，その主張まをみてみると, そり前身のr農民速合（bondef5rt)umiet)j 
的色彩がきわめて強いが, r旧廣民連合J と翻訳するとr労働者のための党j を標榜しているr中央党j めイメージか 
壊すことになるりで，直訳した。

r社会民主党j と「共産党」は，r社会主義者の党（So(iialistiska)jまたは，ちょっとしゃれてrSossarnaj.と呼 
ぱれているが，それに対してr保守党J r中央党J r自由党j は r非社会主義諸政党(borgerliga)jと呼ぱれている。 

またr中央党J と [自由党」は r中間政党（M ittenpartienia)Jとも呼ぱれている。

( 7 ) 'この部分は， Dagens Nyheter 姊， Svenska Dagbladet 紙， Sydsvenska Dagbladet 紙の選举関係の記:f|f, 
特に1976年9月12日選举特後号を中心に，まとめたものである。 ’

〔表3 〕 スウェーデンの主要新聞 ■

スウ一デンり生要新

r - i
I
I
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スウ: — デンの選拳と福祉(i>

〔表 2〕各党の主.張

政党
\m  ニ̂ 、 \ ほ 守 党 （M) 中央党 (C) 自rti党( F i J ) 社会民主党（め 共産党(V PIC)

労⑩者基金の構想 反 対 反 対 . . 反 対 … 消極的耗ポ 消 極 的 贊 成 .

〔1〕

エネルギー〔2 〕

1社会民主觉と 

i 同じ 

節 約

1 % 
3 % 
節 約

1,5% 
4‘5% 
節 約

2 %
6 %
節 約 ...

} 41央:^と尚1: 

社 会 化

原 キ カ 発 ま 設  

そのための国民投ま

13

極的皮对

0

反 対 ’

l i  〜13

消極的皮対

13

反 封

0

: ま 液 . .

〔4〕

租税 〔5〕 
〔6 〕

反 対  

引き上げ反対 

税率表のインデ
クセンヨシン

条件付贊成 

1*5%引き上げ 

ュネルギ一税の
増徴 ............

条件付贊成 

1,5% 引き上げ

賛 成  

3% 引き上げ

条#付賛成

引き上げ賛成.
財産税，相続税等 
の增说

子をもつ親の6 時 

問労働制
n 成 # 成 賛 成

反 対  

(代わりに育児休 
幅め延長)

反 対 ,
(すべての人に6時(lu労
働制)

3歳以下の子供をも 

つ親に育児補助金
，資 梭 賛 成 贊 成

£  M
(代わりに见ま手 
当等の増額）

皮 n  
(m ^りに失業補償金 
め-支給プ

政 体 m 主 制 未 定 未 卑 矣j£fj'的>こ戎和制 ，無 .和 制 ..

' . 〔7 〕
ラジオ，T V ■

〔わ

地方每に分割 

# 成

調査の報告待ち 

皮 対

独占に反対

ぎ 成

贊 成  

ぼ' n

完全に"社会的所有"
に ： . .

B L 対

.社会主義 . ， 批 m 的 批 判 的 批 割 的
社会民主主義に
賛成. 賛 成

1 1 ) ^ネ /レギ一消費の年增M傘を,）何バーセン' トtil制瞧すべき7i、
C2] 電力消費の年増加率を何パーセントに制限すべきか
〔3〕 ュネルギ一政策の中心路線
〔4〕政府提案の減税案に対して . f
m 减税にみあうものとしてめ雇主負担金の弓Iき上げ
〔6；! その他減说にみあう措置 ■
C7；) 国営スウ: 一デン放送局（S R ) について 
m 広告等による放送局の財源調達

. 1 労働者基金め横想 f c つ い ,

スウ;一  デン最大の労働組合組織であり，かつまた

社会民主党支持めi 大ゐ組織であるL O め経済学者 

Rud"6lf ,]keidii6r は，ぜ^̂ 述?1̂1̂ が賣金)̂ 策どめ関連 

で労働i 'ま金 (LoAtAgaVfoMernk?>め'構想を発' し，

注（8). LandsorganisationeiKpf^^o 金属産藥労働者担合 (Metallindustfiarbetai*6f6rburidet, 組 員数 4’54,313人） 

や地ホほ治体労優)者組合(Kom m unalarbetareforbundet,組合員数339,947人）等25の労働組合の速合体<>..傘下の 
組合員数は1*918,085人。議長は，1973年以来Gunnar Nilsson。
労働組合組織としては，そのはかに, 職工長や事務職サラリ一マン等が属するT C 0 (Tjanstemannens centralor- 

gdniぉ.tiohenの離森。24’(5労働組’ 合体。 のま合員数は娘,ぉ1人)，医 . ュシf ■ュァ.国家公務及び大 

学教黃を接!^’た人ふめjfeすポ S R- (Sveriges akademikers centralorganisatiorieti 6ch Statstjans-
tem^nnens^ flks.ftt'rWrtね t お̂み労組合の述合体。傘下の組合員数は165,032人\ 磁结労働者キ林業タ>働

者の厲する S A C  (Sveriges afbetares centralorganisatioiien，傘下の組合員数ほ18,980人.）’等ギあ.̂ 。̂ ...
とれに対して，経営者侧の組織としてS A F  (Svenska arbetsgivaref6reiihig6nの略释。加入舍廷30,68S社，そ 

の雇用者数1,307,905人) 4M^o (組合賓数ほ1细 #42月ね日現在。5̂11入会i t数ぱ197(禅 8月' 1 日現在。）

( 9 ) 提案者め名前をとってrMeidnerfondjとも呼ぱれる◊

  h*i(4o9̂  一 一  ̂ .
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r三田学会雑誌j 70巻4 号 （1977年8 月）

L 0 の最高意志決定機関であるKongressenのポ認 

を得た。その構想を要約すると，以下の通りである。 

企業は, その税引前利益の20% を労働者の共同基金 

(Kollektivt agda fonder)に配分しなければならな 

い。すなわち企業は，，それぞれの共同基金—— 各産業 

ごとに1 つずつ共同基金を設けるのであるが—— に对 

して，株式を特別に新想に発行することによって，ま 

仏わなければならない。これらの株式から将来生じる

であろうところの配当金は中央の基金に集められる。
(11)

このような過程を通じて，労働者達は企業に対する 

支配権を獲得し，生産手段が共同で所有される社会主 

義が実現されるというのがM eidrierの構想である。

このような労働者基金の構想に対する各党の熊度は, 
以下の通りである。

〔保守党〕

我々は，L 0 の経済学者Rudolf M eidnerによって 

提案されたr共同墓金j の構想に，はっきりと反対す 

る。またHjalmar M e h rを中心とするI9 74年政府調 

查団にも，代まを送らない。 . .
我々は，個々人が株式を保有することができるよう 

に門戸を開放しておくべきであると考えている。.そう 

でない場合には，我々は,雇用者に対する企業の利子 

及び配当費用に特別の課税控除権を導入することによ 

って,雇用者の企業参加を容易にするべきであると考 

ぇる。

株式を分敗して所有する仕組は，過度の権力集中を 

挑除する最も良い方法であると考える。

〔中央党〕

我々は， L0の r共同基金」に反対である。党首 

Thorbjorn FSlldinは，労働者基金の構想に对して，

7 つの要求を揭げている。

1 ) 社会において市場経済が維持されること。

2 ) 雇用者が，ある期間の後，勝♦に処分できるよう 

な個人的な株式の形態で，個々人が利益を得るこ 

とができること。

3 ) 非後中的な産業政策が維持されること。

4 ) より平等な財産形成が行なわれること。 ■'
5 ) 社会連帯的な貧金政策が行なわれること。またそ 

の制度は，担税力に応じた企業課税と両立しうる 

ものでなけれぱならない。

6 ) 肩用者の影響力の増大。

7 ) 私企業と政府による® 用者の問に差違がないとと。 

’’ 〔自由党〕 ‘
L 0 の提案は，権力集中の傾向が偷いので反対であ 

る。我々は，社会速带的な贊金政策の耍求をみたし， 

かつまた雇用者が企業の資本形成に参加できるような 

個人的な株式取得の可能性を与える制度が望ましぃと 

考えている。つまり我々は,いくつかの巨大な基金で 

はなくて，企業からはなれて存在するfc くさんの基金 

をもつ制度が望ましいと考えている。

〔社会民主党〕 ■
a ：々は，公式的には，未だその問題についての意志 

決定をしていない9 しかし党首Olof Palm eは,労働 

運動的にみて,その提案の背後にあるものはスェ一デ 

ン社会の著しい民主化である，と説明している。我々  

は，その基金に対する個人的なつながりをそれ程明確 

には杏定しない。しかし困難があることは認める。我 

々は，その基金が権力の集中をもたらすという主張や 

社会化をもたらすという主張を否定する。

, 〔共虚党;）

找々は，L 0 の提案はたくさんの欠略があると考 

免ている。我々は，賃金政策及びその他問題に対す 

る雇用者の要求をみたすために，はとんどすぺての部 

門の国家による所有が必要であると薄-えている。 ‘
ただ，1972年の党綱領の中では(■完全な所得の乎參 

•を実現することJ が唱われているが, 1 9 ア5年の活動綱 

領の中ではr労働者基金J の問題はふれられていない。

2 エネルギー政策クいてt '

スウ ;C一 デンでは，ェネルギー問題はきわめて深刻 

に受けとめられている。 ，. ■
スウ:一  デシの& ネルギャ消費量は年に5 〜 7 % ず 

:つ増加している。スウ一デンめ'エネルギー消費をェ 

ネルギ一源別にみてみると，I973年には

石油 • 71% .
水力 16%
アルカリ液.薪等 7.5% .
石炭，づークス. 4%

Iv原子力 1.5% ：

っている。このように, ュネルギ一源の大半は石

油によって占められており，しかもその石油の全量が 

輪入によってまかなわれているところから，ととさら

法(10) 1976年 0 ；̂ 15 日。

(1 1 ){1 1し，労働者個人個人は，典同基金;に，現在も将来も，何らかかわりをもつことができない。
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J ±及びぁ塵業

ユンジユアリング産業

化学産業 

その他

となっている。

スウ:t 一デシでは，エネルギーとして電力の采たす

に危機感が強いのであろう。

ところでゴ■ネルギー消費を利用分野別にみてみると, 
1973年には

(産業 42%
I暖窗等 42%
I輸送 . 交通 . 16%

スウ广デソの選挙と福袖( 1)

となっている。

産業部f，*J别では，1974年には

I パルプ，紙産業 

I鉄鎭産業

% 

% 

7 

1 

3 

2

役割はきわめて大きい。その電力の生産は，下表の通 

りであるC卑位：Gwh=10O万キロ!？ッ ト時)。

〔表4 ：) スウ;c r-デンの電力の生産

年 水力発電(全体に占める割合） 原子力発電(^ ) 火力発電(％ ) 合計(対前年増加率）

1970
1971
1972
1973
1974
1975

41,538 (68.5) 
52,040 (78.2). 
53,671 (75.0) 
59,916 (76.7) 
57,285 (76.2) 
57,504 (71.5)

56 ( 0.1) 
90 ( 0.1) 

1,466 ( 2.0) 
2 ,1 1 1 (2 .7 )  
2,054 ( 2,7) 

11,969 (14.9)

19,051 (31.4) 
14,433 (21.7) 
16,444 (,23.0) 
16,077 (20.6) 
15,791 (21.0) 
10,935 (13.6)

60,645 ( 4.4) 
66.563 ( 9.8) 
71,581( 7 .5 )  
78,104 ( 9.1) 
75,130 (-3.8) 
80,408 ( 7.0)

〔B 〕 具体的なエネルギー政策について 

〔c 〕 原子力発mについて

〔D〕 それらに関する国民I5J：票について '

〔保守党〕

〔A 〕について

我 は々, エネルギー消ieの大ホg な増加を抑えなけれ 

ぱならない。しかし突然立ち止まるわけにはゆかない。 

我々は，より多くの仕事. より政い競争力のために，

よ.り冬くのエネルギーが必要である。過渡的な局面に

〔ま 4 〕を見ても分るように， スウ:^一デンでは伝 

統的に，水力発電がきわめて大きな役割ぶ果たしてい 

る。しかしながら，それとは別に，原子力発電の果た 

す役割が次第に増加し，火力発軍にとってかわりつつ 

あるということが, きわめて印象的で'ある。

こう’した.エネルギーの情況をふまえての各党の主張 

は，次の通りである。

ェネルギー問題に対する各党の主張を，次の獨目に 

分けてみてみよう。

〔A〕 ェネルギー政策全般について  ' •
■  • - . ___ •. .

注(12) 1976年10月15日現在の，スウェーデンの原子力発®！??の設立計画は，次のようになゥている。

•  R in g h a lsに4 つの原子炉を設置の予定 

1 号炉及び2 号炉—— 運転中

3 号炉--- ig??年 5 月15日に完成。1977年12月1 日に運転間始の予定（あと6 千万クノー  ルの資本が必要)。

4 き炉—— 1978^12月15日に完成。1979ip.7月1 日に運転開始の予定（あと7 億 5 千万クロ メ一ルの資本が必要)。

•  O skarsh am nに3 つの原子炉を設置のザ■■定

1 せ炉及び2 号!^—— 運転ホ 、

3 号炉—— 1982年春に完成D 1982年秋に運転開始の予定（必要な資本額は不明)◊
•  B a rse b a c kに2 ゥの原子炉を設置の予定 

1号炉 運転中

2 号炉:一 1976年：11月15日に完成。1977年 4 月より運転開始のチ定。

•  F o r sn ia rkに3 ゥの原子炉を設置の予走 

1 号炉ーー1977̂ 1̂-:9月に完成。1978年 0 月|>ご速転開始のチ定0 ，

2 号炉'一 197妳 9 月に完成0198がP 6 月に運転開始の予定（1号!两 2 母炉あわせて，あと325方クロ ノールの資

本が必要)o ■ -
3 号炉一一1982年：1 月に完成。1982年秋に運転間始のす定（あと60魔クロ ノ一ルの資本が必要)

—— • ™



rsti)学会雑誌j 70巻4号 a 977年8月）

おいてもまた，ュネルギ一節め的 )̂£ 措置（例えぱ断熱等） 

はュネルギ一消費の増加を必要とする。過渡期におい 

ては- 一" ^ し我々が, 最後に残されたタo r d a n d  (スゥ 

ュ一デ'ノ北部のIII拓地报）の川をダメにしたくないなら

ぱ----原子力か石油か，どちら力、の選沢が残されて、，'

る。そしてその選択においては,我々は原子力が最も 

環境保全的な代替物であると考える。そうするならぱ 

我 は々, 硫黄挑出物と石?Hiそれ自体のもつ酸化作用か 

ら免れるであろう。

〔f i〕 について

社会民主党と同じ判断（つまりュネルギー悄費の年增加 

率を2 % ,電力消費のザ-増加率を6%tこ制限する）をしてい 

る。 エネルギー欧策の中心辟線としてゆ， 「節約」の 

み。

〔C 〕 について

I975年 5 月にゆ，I3の厚子炉を離:尊することに賛成 

した。さらを住盾暇夷用のプラントをB arさめさd c に 

設置することを提案する予定で'あ ;?>。
〔D.〕 について ’

エネルギー政策についての国民投票を行なうという 

ことはきわめて阐雜である。しかし;̂本がぢ，もし諸政 

党が国会においてうまい解決案を易m せず,,行きづま 

り状態になったなら(よ•，国民投票も,一手段として考え 

る。

〔中央党〕

〔A 〕 について

科々の廣案:ゆ, 厚子力を全ぐ使わナ4：いで,しかも瑪 

府の厲案と同,じ量の石油を使っX,.年 1%:の,エ，ネル.ギ 

一供給，の增加を可熊に.すそ。我々ゆ: , そ^^大きな危険 

性が克服されない限.り,,，原子力を使用しない。すべ-̂
の原子力評画が廃東されたとしても，現在fほ房用に使 

■われているエネルギーの25%を節約するだけで十分で 

ある。それ以上の部分は，我々は住居の断熱効果を良 

< sし，産業に新しい .:/^後を導入することによっ.て節約 

が可熊である。石油の，環境破壊効果は , , 就中,脱硫装 

置を通じて低く抑えられなければならない。 し力、し長 

期的には，石 illiは環境保全的なエネルギー源，例えぱ、 

風力，太陽么ネルギ一 ， 地熱等によって代替さ ;H■なけ 

れぱならない。

これらのすべての政策は,’たくさんの仕事をつくり 

山し，金土に雇/lUfiiで非常に度い効果をもたらすであ

ろぅひ
〔f i〕 について

にいたるまで,総ュネルギー消費の增加率を

年1 % に制限しうると考えでいる。雷力消費の増加率 

に関しては，いろいろな措置■— 例えぱ断熱作業，電 

力熱の利用等による大規模な饰電—— を通じて，年3 

% に制限しうる。

エネルギー政策の中心路線は， 1■節約J である。

〔C 〕 について

すべての原子力発電に反対する。1975年には，原子 

炉数0 に投察した。I985年まで，すべての原子力発電 

を担否する61975年から1979年までの間に,厚子力発 

電一掃のための準條計画がつくられるやあろう。もし 

その時までに，原子力発1Sの安全性の間題が ''満足で 

きる殺度においてj 解决できないならぱ，そのI十画が 

実行される。我々はBarseback 3 号炉の建設に反対 

レ，Bat‘seMck 2号r も1ボ6年秋からの操秉開始に反 

対する。

CP： について

原子力を電の是非は，とKiかく我々が直面している 

最も重大かつ深刻な政治問題である。将来,国民投票 

を行なうということを約ますることによって—— それ 

もガイド. ラインだ!なものであって，決定的なもので 

ない民投票の.場合には,なぉさら一 一 9 月19日の選 

拳にぉける原子力に対すを態度を辦除すをこ.とは誤ゥ 

ている。スウ;^一デン国再は，選挙において,嵐子力 

問輝に解答お与える可能性テどもっズいる。中央党に対 

する投票は，原子力電の否定を蒸味する。,庫子力発 

電の問題に関すを国民役寧は, 国会.がむずかし、、状態 

に陥った時に初めて，行なわれるべきであ

〔自由掌〕

〔A〕 について

' 石池も原子力も，ともに環境に危険を及ぼすから, 

我々はますます厳しく，ュネルギの館約を押し進め 

る方向を選んできた。ュネルギー消費f c 対して増说す 

ることによって，断熱装置を改摩する（例えば三重ガラ 

スにする）ことによって， 库業の浪費的な暖房に気を 

つ,ける£ とに'よって，我 :々はもっ.とエネルギーを節約 

することができる。他方，そのような節約は，雇用問 

題に対する脅威にはならない。

〔B 〕 について 

I985年まで，エネルギ一消費の年増加率を1.5 タくに 

制限する。エネルギー. 政策P 中心路線は,.もちろん 

[節約j である。

c e > について

I975年には, 国会力，V以前に決定したのと同じ数の11 
原ま•炉の設置に費成しお.。.1 2 # ほ及び1 3播旧の原子

56(4^2)；
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スウcc一 デンめ選举と福祉（ I )

炉設置についても，檢討する。

( D 3 について

我々は国民投票を拂除しない。しかしながら国民投 

票が行なわれるためには，もちろん，原ギカに代わる 

望ましい代替物を現実的に考え出すということに一^致 

点が見出されなければならない。

〔社脅民主党〕

〔A) について 

找々は，エネルギーを節約し積極的に新しいエネ 

ルギ一源を探究してゆかなければならない。しかしな 

がら我々は，’労働と福祉を維持してゆくために，さら 

にW〜1S年，エネルギ^ の化産，なかんずく'霉力の生 

まを増やしてゆかなけれぱならない。'
我Aは今や，原子力のおそるべき側面を克服しうる 

—— 例えぱ我々は，全く安全な方法で廃棄物を処理で 

きるようになったように—— という解答を少しずつ得 

てきた。それに対して我々は，石油の危险性について 

の報告をたびたび得ている。我々は，当時，4 ヶ所に 

限って原子力究電所を建て增すか，あるいは火力発電 

所を建設するかの選択をしなけれぱならなかった。我 

々は原子力発電を注意深く拡大するということに責任 

をとれるということを見出した。しかしながら長期的 

には, 安全な新し、、エネルギ一源が見出されなけれぱ 

なちない。

〔B) fcついて、

ュネルギ一の消費量は, 過去15年間に年平均4 .5 % 
ずつ増えてきたが, 1985年まで2 % に制限すべきであ 

る。電力消費量は，年平均6 % 増に制限すべきである

これ,らの値中央党の 2 倍の値である。

ニネルギー政策の中心释線は，やはり r節約J でぁ

〔.C〕について ^

[慎重な掀大J つまり原子炉を13r 拡大することに 

贊成する。1978年に新しいェ.ネルギー政策を決定する。

番E1の原子炉を，U pplandのForsi卯 r k に說置す 

ることを提案している。 •
〔D〕，につV、て , . 、

我々は，原則的には，エネルギー政策についての国 

民投票はふさわしくないと考える。なぜなら，ょネル

ギHil]題は，我々の化活のいろいろな侧而に，例えば
   .  ■, 、 -
注( 1 3 )スウェーデンでは, r財政収ネj には，財政収入と1!̂ て国atに入ってくる①甜税収入②资本基金収A ③その他の収入 

の3つだけが含まれる。他方，r財政支出J は，財政収入とは別個に評画がたてられる。r財政支出_)が r財政収入j を 

回る場合には, 国偶の発行等によ.ゥて資金力*、調達される。従ってr财政収入J、の中には, . （iifitの発行等による収入は 

合まれていない。 •

. — b7(463y ~- -

我々は，いかに雇;|},安全及び子持ち家庭ゃ年金生活 

者の福祉を保障するかといった側商に，関わりがある 

からである。以前には,非社会主義者速も我々と同じ 

態度をとっていた。し力、しな力；ら，今や，彼らは與な 

った方法で国民投票について語り始めている。

非社会主義諸政党は，国民投票を希望するなちば， 

選 挙 I■前J に原子ガめ是非に関する解答も与もなけれ 

ぱならない。その場合には,我々は国民投票に反対し 

ない。我々は，我々の解答を !■今j 与えた。

しかしながら我々は，ュネルギ問題に関する非社 

会主義諸政党間め深い亀製を腊すための,選举後の戦 

略的なチクニッ夕め -^部としての国民投票には,断園 

として反対する。

〔共クま党〕

〔A 〕について

すべての人に労働を与え， Jilい環境を保証すること 

はともに，完全に可能である。そのためには，計画経 

済を押し進めると同時に加工途業を発展ざせ,自然资 

源を脅^かすような過度の開発を中止するといった方向 

へ意識的にもってゆくことが必耍である。共産党は， 

原子力発電に反封し国民投票を要求する。より曳い 

撮境のために，桃究を押し進め，新しい種類のエネル 

ギ一に .投資することも必要となる。

〔B 〕について

概して , 中央党と同じ。しかしながらそれを達成す 

る手段は，主として，エネルギー資源の社会化友び国 

際 的 ，国内的に計画経资を行なうことによ力てであを6 
〔C 〕について

スウX —デンにおける原子力発電に皮対する。しか 

しながら1975年かちの行動綱傲には, T新しい原子炉 

が操業されることに反対するJ と記されている。

但 し N o rrb o ttenの共ま党は，原子力発幫に贊成し 

ている。

〔D ) について

我々は，原子力発電についての国民役票を耍求する。

3 租税政策について

スウ一デンの国家財政は，その収入の約90% を租 

税収入によってまかなっている。組税収入の内訳を示 

すと〔表 5 〕のようになる（* は当予初算)。

をき 鶴W像す與道̂ 跡ぶ敬◎後̂;̂ ^
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〔表 5 〕 租税収入の内訳 しかしそれだからといって，直接税たる所得税の:^
，(H)

1974/75 1975/76 1977/78*

所得税•財産税等 

ま 動 関 係 税  

雇 主 負 担 金  

関 税 ，物品税 

付 加 価 値 税

45.7%
5.8
8.4

17.1
23.1

50.3%
4.7
8.0

15.2
21.9

48.2%
5.4
7'4

13.7
25.2；

担が決して軽いというわけではない。所得税としては, 
( 16)

国税と地方税の雨方が課せられる。国税としての所得
( 17) (18)

税は累進税で，1976年は〔ま6 〕の税率表が適用された。

地方税としての所得税は比例税セ，地方g 治体によ 

っ て税率は昇なるが，1976年は平均して26% 位であっ 

た。従って，旧及び地ガの所得税を加えた税率まは， 

〔表8 〕のよう.になる。
i

〔表 5〕をみても分るように，所得税，財産税等-の 

直接税に対して，自励車ニ関係税，雇主負担金，関税 . 
物品税,付加施値税等の間接税の割合が大きいのが特 
徴的である。

〔表 6 : ) 1 » 76年税率表（国の所得税）

〔表 8 〕 I976年税享表（S あび地方の所得税）

課税所得（クロ ノール） 限界税率.(％ )

0 〜20,000 4
〜25,000 10
〜30,000 20
〜35,000 22
〜40,000 28
〜45,000 33
〜65,0わ0 38 '
〜70,000 43
〜80,0()0 48
〜100,000 49
〜150,000 53

150,000〜 ’ 57

課税所得（クロ ノール） 限界税率（％ )

0 〜20,000 30
〜25,000 36
~30,000 46 -
〜35,000 48
〜40,000 54
〜45,000 69
〜65,000 64
~^70,000 69
〜80,000 74 ,
〜;100,000 75
〜150,000 79

150,000〜 83

注 ( 1 4 ) スゥ：n—デンの会計年度は7 月 1 日力、ら翌年6 月30日まで:である。従 

月30日までの会I t年度を意味する。

( 1 5 ) 雇主が，雇用者に支拓Wた賃金総額に応じて, 国に支社*う-^種の税金

( 1 6 ) 地方税は, 県税，地方自治体税，教会税のg 税からなる。

(17) 1976年中の所得に対して適用される（1977年 2 J^15日までに中告する)。

(18) 1975年は, 下記の税率まが適用された。

〔表7〕 1975年税率表（国の所得税)

近年の鎭向としては，国税としての所得税の減税，
, 1.

て1974/75は，1974年 7 月1 日から197禅 6, ....
1976年は，賞金支払額の約4 % である。

課税所得（クロノ一ル） 限 界 税 率 （％ )
0~  15,000 7

~  20,000 12
~  25,000 17
~  30,000 22
~  40,000 28
~  45,000 33
~  65,000 38
- 70,000 43
-100,000 ' 48
--150,000 52

150,000- 56

(19) スク;C一 デン訊では，■ jji数はクロ ‘ 
，ナは60〜65円 （1977平7 月現在)。

.ナ （Ell K f o n a ) ,檢数はクロソール（K rotto 'r)と区制して使用する。 1 クロ

m ( 4 6 4 ' )



ス ウ : — デ ン の 選 举 と 福 祉 （I )

地方税としての所得税の増税という娘向力’、続いている。

こういう情況のもとにおいて，社会民主党政府は， 

1977年の所得税（国税）の減税案を発表した。 とれに 

対する各党の生張を，次の項目についてみてみよ .う。 

〔E〕 I977年の所得税（国税）の減税について 

〔F 〕 所得税を減税した場合にそれをまかなう他の財 

.海について—— 特に雇主:^担金の引き上げにつ

〔保守党〕

rE〕について '
我々は，.①毎年 .毎年，増税が行なわれることのな.い 

よう，②普通の所得水準での限界税率を著しく引き下 

げるよう，③物施上昇が隠された増税になることのな 

いよう，希望する。

我々は，公3 な税制への改革の第一歩として，ri977 
年税制に関する提案J をつくりあげた。その提案にお 

いては, インフレーションから税率まを守るというこ 

とが大きな目標となっている。すなわち，まず第一に, 
税卒まのインデクセーション（Iiidexreglering) を通 

じて，いかなるグループも増揉されることがないとい 

うこと力'、大きな目標となっている。

次に我々は, 不合理な限界税率を改革するために， 

補助金制度と税制とがお互!^、にうまく働くことが必要 

であると考えている。我々は, 長期的には，限界税率 

を50%にまで引き下げるべきであると考えている。

〔F ) について 

我々の提案は減税案でな‘いから，それにみあう財源 

をさがす必耍がない。我々のインデクセーションの主 

張が実現するならぱ,増税といった事德は避けられる 

であろう。とはいっても，国の税収はひきつづき増え

てゆくであろう もちろん，今までよ.りはずっとゆ

ゥくりしたぺ一スであろうが！

従って我々は，雇主負担金の引き上げに反対する。 

〔中央党〕

〔E〕について 

我々と自由党の減税案は，大筋において，社会民主 

党の提案と同じであるが，社会民主党の提案に追加し 

て，所得額が5万クロ ノールから6 方 5千クロ ノーノ 

の人々に，さらに数百クロ ノールの減税を行なうとい 

うものである。

〔F〕について

我々は，減税による減収分をまかなう財源が必要で 

あると考える。というのは，それは, 景気が好IHした 

時に一定の経済政策を行なうために,また年金生活者 

や子供の、、る家庭に対する我々の公約を実現するため 

に，必要であるからである。

我々は，何ら租税負担感を墙やすことなしに，減収 

分をまかなうことが望ましいと考えている。それは， 

雇主負担金を1.5 %引き上げることによって可能とな，

る6 さらに我々は，.エネルギー税を増徴-" まず第

に，ュネルギー税の支权、いを免れすいる多くのものを 

なくすることによって（例えけ’，現在，エネルギーを大量 

に使用する企業は，より低いエネルギ税を支仏っているが,

そうした企業に対するエネルギー税の減免を制限することに 

よって）—— す る こ と が望ましいと考 ■え て い る 。

〔自由党〕

〔E ) に つ い て ，

中央党と同じ。

C F D について

減税による国家財政の減収に対して，見遊りの増収 

がなければならない。というのは,我々は課税総額の 

減少を公約しているわけではないからである。増収は, 
社会的支援をもっとも必要とする人達,例えぱ年金生 

活者達を'除いて行なわれなけれぱならない。

従って，雇主鱼担金の1 .5 %引き上げに賛成する。 

〔社会民主党〕

〔£ 〕について .
政府は197?年の税制にっいて， 1>0及びで0 0 と合 

意した。すなわち，年所得額が1 方クロ ノールから5 
方クロ ノールの人に対して, 110クロ ノールから1,950 
クロノ一 ルの滅税，年所得額が5 万ク'ロノ一 ルから16 
万ク，ロ ノ一ルの人に対して，一律 1 ,9 5 0クロノ一ルの.. 

減税を行なう。

〔F 〕について

減税にみあう増収を考えることは当然のこと，である。 

そうしなけれぱ我々の経済が危険にさらされる。とり 

わけ雇用が危險にさらされる。さらに我は,次第に 

~ 多くなってきている年金生活者に対し'5；，少なからず， 

いろいろの義務を倉っている。従って我々は,減税は 

雇主A担金を3 % だけ引き上げる（っまり4 %から7% ， 

にする）ことによっでまかなうということを提案する。 

L 0 とT C O は，彼ら力金要求をするときに，雇主 

負担金の引き上げを考慮に入れると言っている。

注(20) 1976年から1977ィにかけて, 乎め0.65%増税される◊ 1977年の地方税の最高税傘はStrdsundの29.63%,最{£说率 

はVindelnの23.50%である。県税の中で前ギ度比上昇率.の最も高い県はKronoberg県で，1.25%アップである。
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〔共産党〕

〔E 〕について

■ 我々は，直接税を減税し，★ 料に対する付加施'觸锐 

( M O M S ) を廃止することを箭望する。我々め減锐案 

は，例えぱ彼または彼女が1 人で生活しているならば, 

所得額が3 万クロ ノ-•ルの場合には1 , 4 ( 3 0クロ ノール 

の減税を， 所得額が 5 方ク Fi ノ一ルの場合には3 , 0 1 0  

ク ノ  ^ルの減税を，所得額が1 5方ク P* ノ一ルの場合 

には逆に7 2 0 クP  ノ一ルの増税を》意味する。

さらに我々は，地方自治体が雇主負担金の支払いを 

免除されるということを提案しているb もしこの提案 

が実施されるならぱ, 地方ま洽体はサービスをイ£下さ 

せることなしに地方税を引き下げるととができるであ 

ろぅ。

〔F 〕について

減収にみあう分は，①企業の売上高及び企まによる 

原材料とュネルギ一の消費に応じて，企 業 に 課 る  

ことによって，② き な 財 産 ，相続，企業利潤，キャ 

ビダル，ゲイン等に増税することによづす，③雇主鱼 

担金をきIき上げることによぅて，④たとえ自分め家を 

買う場合であゥでも，20方クP ノ^レをこえる借金め 

利す支私、、に对しては，播除権を制媒すると i よ 

て，⑤国防支出を削減するととによって， まかなうこ 

とができる。

4 家庭政策について

ス ヴ - デ ン で ば ,家 庭 政 策 ( F a i n i l j e p o l i t i k e h )

は福祉政策の重要な '一*商として，きわめて大きな関心 

がはらわれている。

[家庭政策 i は， 一般に样， 家檢に関するきわめで 

幅広い政策を意味するが，選挙では子供をもつ家庭に 

対する社会福祉政策のみに限って議論がなされためで， 

ここでもその問題に限って論ずることにする。

子供をもつ家庭に対■する社会的援助は,2 力の形熊 

を通じて，行なわれる。 1 つは，経清的ね助で,兄裔

手当CBarnbidrag：) , 住?g お[filj金 （fiofetさ(kfilUigg) , 児 

意援助金（Bidi.agsf5i*'skoitt),-親 辕 睡 (Foraldrafor- 
sak rin gen )等がある。

児Jft宇 当 16歳U 卞のすベすの子供に封し重払

われるもので、， i 人当り年额 1 , 8 0 0 々せノニルセあるる 

住宅補助金は，ネ# ホもづ余り格福でない索]達に支 

払われさもので, キの如は所得額んまま0 大きさによ 

って，それぞれ異なる。例えば，子供 2 人 . 親 2 人の 

家庭で，総所得額が3 万 6 千クロノ ^ ル,家賃が月額

650クロ ノールの場合には，月額250ク ルの住宅

補助金が支払わ;f tる。また同じような家族桃成や，総 

所得額が5 万 6 平クロノ一ル以上，まきが月館650夕 
ロ ノ一 ルの場には，往老袖助金はま仏’われない。

児童接助金ほ，その親が離婚したギ供与えられる 

援助金で, 事情に応じず，基礎額（BおbfeldpW <D3tf 
%から40%の如が支狂、われる◊

親保険は，親としズの役割を演じた填在ゼ生じネM 
得の诚少を，補僮するたもに支仏われ;^ものセああ。 

例えぱ，出まの場合にば， め前1 の21 0日間にわた 

って，仕事をしなくヤも，給料の約9 l|& t親辕臉全 

(Foraldfapenning)として支私られる。 ま 歲 以  

下の子供をもつ親の場合には，①子供が病気だ• づた 

場合,②子供をいつも世話してくれる人が病気ビなっ 

た場合, ③予防注射のためギ供保 l i 所速れてゆ 

く場合，④別の子供が生まれ2)場合, ⑥子供め幼'維® 
を訪問すも填合, @ 1 児の家處カぱ年1を日，⑧ 2 セめ 

家庭では年I5日，© 3 児以± の家庭では年18日，nm 
って，仕事を休んでも親袖を金がホ払おだを。

も乂1 つめ辦壞の、援助ぱ，社会的サービスセある。 

具体的ぱ，.'保育園(Dia'ghem),幼維慮（Ffirさkblめ,-'' 
放 課 後 教 室 保 母 （Mtnil'i'edねheiめ #- 
であふ。これらは-^顧:に有料や, その顧ぱ所得額に 

じて決定される。 .
スウェニデンをとおる一般労働者め労働時間ゆ適40 

時間，つまり週5 日制，1 日8 時間労働である。

法 （21) Mervさrdeom sattningsskatt の略称。

( 2 2 ) 1978イ;け月 1 日から2,100クロ ノールに増額されることが快っている。

( 2 3 )旧 民 金 （i?olkiiension)等の支仏いめ基礎になる額で，消媳者制|础数が3 %以上上昇した場合に改訂されろ。近 

年の恶礎额は下記のありであ‘
8,100ク^^ノール（1974ホ 1 乃~ 3 } 1 ：) 9,700タ ロ ノ レル（：1975ギ10；̂べ19̂ でネン2 月）

.8,500 クロノタル（1974银 4.J3 へ̂11'月）’ 10,000クロ ノール（1976年• 3 月〜 6 月）

9,000夕.ロ ノ ール（1974̂ {̂ 12月'ん1975尔6月） 10,400ク.p».ノール（1976年 7 月 ~11月）
9,400ク ロ ノ 一ル（1975年 7 月 ~  9 月） 10,700ク n ノ " ノレ（1976年12月'•^?)，

(2 4 5但 し IP•ま前に化IKをとる填合だは，IMま前29日fiから母親に賊づて，とることがでさる。 .
(2 5 >ま庭̂；ぃぁ生歸（HemmafiH、)' 0 填合だ1ま.，1* |:|25クせノールン ’ ’
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スウェーデソの選举と福祉（I )

す 一 ，デシの労働者には，そのはかに，月2 日の有給休 

般が認められているので，夏に3 週間， 2 月に1週間 

の体暇をまとめてとる人が多い。

これらの環境をふまえた上で，下記の項目に対する 

各党の主張をみてみよう、

〔G〕 幼化をもつ親の労働時間をより短かぐ（1 日6 
時問）することの是非/

( H 3 幼児■をも'9 親に，宵兄補助金（Vれdimdsbi- 
drag) を安払うことの是非

〔保守党）

〔G〕について

6時間労働に関する問題は，労働市場当事者間の交 

渉において，解決されるべき問題である。しかしなが 

ら我々は，原則として，就学前の子供をもつ親に，労 

働時間が短縮される権利を与えることに賛成である。

もし労働時間の短縮が，順番に少しずつ行なわれてゆ 

ぺならば，子供をもつ親が，まず最初に行なわれるぺ 

きである。

〔H〕について 

子供が家にいようがま園參に拔けられていようが 

関係なく, 3 歳以下の子供をもつ親に対しそ，育児補 

助金1万クロ ノールを支払うことに賛成する。

我々は，育児費用の控除権をも提案している。育児 

補助金ゃ撞除権が導入されるならば，保ま園の必要性 

が減/> し，不足が解消されるであろう。住宅補助金も 

継続して支われるべきである。

〔中央党〕 •
〔G〕について

3 歳までの子供をもつ親は， 1 日6 時間という短縮 

された労働時間に対する権利を与えられるという法IP 
に，贊成ガ、ある。

〔H〕について

3歳以下の子供をもつすべての家庭は，たとえ子供 

がまにいなくても，♦ に 1 万クロノ一ルのま児補助金 

を受け取るで、あろう。補助金は課税対象となり，また 

迫加年金（A # P )基準となる。補助金は親保險がな 

くなってからも，子供が3歳になるまで支払われる 

'住宅補助金は, もちろん持続され，児ま手当もイン

デ夕セ^ シ 3 ンを通じて実質価値が維持されるべきで 

あると我々は考える。

〔自由党〕

〔G〕について 

小さな子供をもつ親は，できるだけ早く，6 時間労 

働に対する法的権利を獲得すぺきである。子供のため 

に ！

〔H〕について

小さな子供をもつ家庭に育補助金を支仏うことは， 

公平さを増すことになる。我 .々は，年に3 ,600クロノ 

一ルの [非課税j のぜ児補助金を支私、うととを提案し 

てきた。それは，親が外で働いていようが，家にいて 

子供の世話をしていようが，同じようにすべての人に 

支払われる。我々はさらに，児童手当は，物価上昇に 

従って引き上げられるべきであると考えている。

〔社会民主党〕

〔G〕について ’
現在の7 ヶ月の出座.- #ほ休暇を，少しずつ5 ヶ月 

間延長することを提案する。もし親達が望むならぱ， 

子供達が入学する時に，全く自由な時間を得ることも 

できるし，あるいは20ないし10ケ月の間，6 時間ない 

し4 時間労働をすることもできる6 この自由時間は， 

子供が8 歳になるまで得ることができる。この自由時 

間は，パパもママも同じように利用することができる。 

この提案は，1971年以降に生まれた子供をもつ親に適 

fflされる。

長期的には，自分が欲する時に自由に自由時間を獲 

得できるような権利を，すべての人々に与えるi うな 

保険を計画している。

〔II〕について 

普通の所得を得ている家庭は，住補助金を受け取 

るであろう。それに対して，我々は，いわゆる「育-児 

補助金j に反対である。我々は，児童手当と住宅補助 

金のシステムは，子供をもつ家庭に対する現金補助と 

して，抜群にすぐれた最善の揪態であると考えている。 

これらの手当，補助金は，子供達が成長してゆくすべ 

ての期問にわたって支払われる。我々は住補助金を 

増額することを計画している。それは,それを最も必 

耍としている人達に，まっ先に，支狂、われるであろう。

注(26) Allni§n T im ggspensionの略称。国民ザ-金(Folkpension)力，、有資格者にすべて-湖に同額だけ支私われるのに 

対して， この追加年金は所得に応じて一定割合を積かt  (ただし贷金部分に対しでは雇主が支& う），将来そのホか 

ら積立額に応じて支払われる。 じl y 师金基準となるJ とは，迫力I)年金の保険料を算出するための所得額に含めるとい 

うこと。従って，将来迫illめを受ト )•取る場合の年金額算走の基準ともなる:ふ 

( 2 7 ) スウ. デンでは，子供は？徽から小学校（Gr.undskolan)に行く。，、
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[三田学会雑誌J 70巻4 号 （19?7年8 月）

〔共産党〕

CG〕について

共座党は，fすべ'1：の人にJ , より短い労働時間を要 

求する。我々は，！977年には7 時間労{動を, 1980年に 

は6 時間労働を,というように段階的に労働時間を短 

縮してゆくことを提案している。

〔H〕について

供の世話をしなけれぱならないが故に仕事につけない 

ような人すべてに，適切な失簾補償金の権利を与える 

ことが望ましいと考えている。我々は，すべての人が 

すぱらしい住居をもつことができるように，住宅補助 

金を引き上げるべきであると考えている。また児i i手 

当は，引き上げられ，インデクセーシg ンされるべき 

であると考えている。

典ま党は，育児補助金に反対である。共産党は，于 (経済学部助教授）
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